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１．はじめに 

土壌炭素含量は仮比重、団粒構造の安定性、微生物活性など土壌理化学性に大きな影響を

及ぼし、土壌肥沃度や作物の生産性を決定付ける土壌特性である。資源としての土壌には、

①食料やバイオマスの生産だけでなく、②物質循環機能（物質・エネルギーの変換・貯蔵・

浄化）、③生物多様性の保全、④景観や文化の基盤、などを通して多様な役割が求められてい

る 1)。最近、これらの機能に加え、有機性資材の施用など土壌管理による「土壌炭素貯留」

が農業分野における地球温暖化対策への貢献のキーとなる技術として期待されている 2)。 
土壌炭素貯留について Lal2)によれば、全世界の土壌有機態炭素量は 1,550 Gt（全炭素は

2,500 Gt）であり、土壌中には大気中（760 Gt）の 2 倍、陸上植生（560 Gt）の 3 倍がプー

ルされている。また、陸上生態系（土壌と植生）の炭素量の減少は工業化以前 7,800 年間で

320 Gt(0.04 Gt/yr)と見積もられているが、工業化後 200 年間の減少は 160 Gt(0.8 Gt/yr)と
20 倍に増加している。さらに、近年（1850～1998）の化石燃料の消費による炭素の排出量

270±30 Gt に対して、この間の陸上生態系からの炭素の減少は 136±55 Gt であり、このう

ち土壌からは 78±12 Gt が減少し、1/3 は土壌の荒廃と侵食により、2/3 は耕作などに伴う無

機化によるとしている。土壌から減少した分は潜在的に可能な炭素貯留量であり、この 50
～66％が人為的に達成可能で、土壌炭素貯留は費用効率の高い温暖化対策だと述べている。 

Bellamy ら 3)はイギリスのイングランドとウェールズで 25 年間（1978～2003）の土壌炭

素含量の変化を 5km グリッド、約 5,700 地点で網羅的に調査した結果から、初期の土壌炭

素含量が高い地点ほど減少し、炭素含量が 100 g/kg を超える地点では年 2%の減少率になる

こと、平均減少率は年 0.6%であることを報告している。日本では草場 4)が土壌環境基礎調査

基準点調査（後述する有機物などの連用圃場試験）のデータを解析し、やはり、土壌炭素含

量の変化は試験開始時の炭素含量に大きく影響され、炭素含量が高いほど減少することを報

告している。 
Yokozawa ら 5)は、日本の農耕地土壌の 1990 年における 0～30 cm 深の土壌炭素貯留量は

水田 173 Mt、畑 168 Mt、全体で 341 Mt であり、平均土壌有機態炭素量は水田で 72.2 t/ha、
畑で 89.5 t/ha、全体では 79.8 t/ha と試算している。この土壌炭素量を維持するのに必要な

炭素投入量を改良 Roth-C モデル 6, 7)を利用して計算しており、水田で 2.8 t C/ha、黒ボク土

畑で 5.1 t C/ha、非黒ボク土畑で 5.7 t C/ha としている。また、改良 Roth-C モデルを利用し

て、圃場に最低限の作物残さ（切株と根）だけが還元される場合（シナリオ A）と、最低限

の残さに加え堆肥を水田に 10 t/ha、畑に 15 t/ha 施用（シナリオ B）し、25 年継続した場

合の 0～30cm 深の土壌炭素貯留量の違いを算出しており、堆肥施用による効果（シナリオ B
と A の差）は 25 年で 32.3 Mt C/25 yr（0.30 t C/ha/yr）と報告している。 
地球温暖化防止のための京都議定書第一約束期間が2008年からスタートした。その中では森



林経営による吸収量として基準年排出量比で3.8%が吸収量の上限として認められている。農

耕地土壌管理は森林と同様に二酸化炭素吸収源として認められており、第一約束期間ではカ

ナダなど4カ国が選択している。日本は次の第二約束期間で農地を吸収源として活用するこ

とを目指している。しかし、有機物施用など土壌管理の違いが日本の農耕地の土壌炭素含量、

土壌炭素貯留量の変動にどう影響するのか？その変動は土壌タイプで異なるのか？その実態

に関する知見は乏しい。ここでは、都道府県農試によって 1975～1997 年に実施された長期

連用圃場試験である土壌環境基礎調査基準点調査のデータベース 8)を活用し、肥培管理が土

壌炭素含量に及ぼす影響を全国レベルで解析した結果を紹介する。 
 

２．土壌保全事業、土壌環境基礎調査基準点調査データベースの概要 
最初に土壌保全事業の一環として実施された土壌環境基礎調査基準点調査の経緯と概要を

述べる。 
土壌保全調査事業は国と県が協力し調査から普及までを行った事業であり、戦後、低位生

産地調査事業、耕土培養事業、施肥改善事業など水田の地力培養対策から始まった。1959
年からは畑土壌を対象に地力保全基本調査が始まり、その後、水田土壌も調査対象とし、我

が国の農耕地 508 万 ha の総合的な土壌調査が実施され、土壌の特性、生産力阻害要因、地

力保全対策などが明らかにされた。この地力保全基本調査(1959～1978)では 1/5 万土壌図や

土壌生産力可能性分級図、地力保全対策図が整備され、その後の施肥改善、土壌改良に活用

されている 9, 10)。 
土壌環境基礎調査（1979～1997、1999 からはモニタリング調査など）では、土壌の経年

変化を調査し管理対策を明らかにするため 5 年毎に調査する定点調査（約 2 万地点）と、化

学肥料や有機物の適正施用を確立するための長期連用試験である基準点調査が行われた。 
基準点調査では、都道府県の農業試験場によって水田 122 地点、畑 116 地点で連用試験（無

窒素区、化学肥料単用区、化学肥料に有機物や土壌改良資材などの上乗せ区）が行われ、気

象データ、土壌断面調査、土壌分析（仮比重、孔隙率、pH、全炭素、全窒素、CEC、交換

性塩基、可給態－窒素・リン酸・ケイ酸など）、灌漑用水、施用有機物、作物の収量、養分吸

収量、病害虫および気象災害の発生状況などが調査された。 
 
３．基準点データベースを用いた土壌炭素含量の経年変化 
１）方法 
土壌環境基礎調査基準点調査データベース（草場ら 2008）を用いて、(1)非黒ボク土畑（黄

色土、褐色低地土、褐色森林土など）、(2)黒ボク土畑、(3)水田（褐色低地土、灰色低地土、

グライ土）の 3 つの土壌タイプについて、全炭素含量の経時変化を肥培管理処理区毎に解析

した。処理区は無窒素区、化学肥料(化成)単用区および化成に有機物等を上乗せした区があ

る。基本的に作物残渣は持ち出しで試験が行われている。地点によって有機物施用量が異な

るので、土壌タイプごとに便宜的に有機物施用量の範囲を設定し処理区をグルーピングした。

各地点、各処理区ごとに全炭素の経時変化を対数近似し、グルーピングした処理区毎に全炭

素含量(T-C)の経時変化量を解析した。連用試験の開始時の全炭素含量（初期値）と経時変化



量の関係から炭素変動を表す帰納式を作成した。データベースから抽出した 3 土壌タイプの

特徴および肥培管理処理区は以下の通りである。 
 

（１）非黒ボク土畑 
全炭素含量データがそろっていた 18 地点の処理継続年数は 11～23 年で 20 年前後の地点

が多かった。土性は SL～HC、開始時の全炭素含量は 2～19.6 g/kg で平均は 11.1 g/kg であ

った。処理区は、①無窒素区、②化学肥料単用区（化成区）、③化成+稲わら堆肥 15-30 t/ha
区、④化成+畜ふん堆肥 15-30 t/ha 区、⑤化成+畜ふん堆肥 40-60 t/ha 区とした。 
 

（２）黒ボク土畑 
全炭素含量データがそろっていた12地点の処理継続年数は9～23年で20年前後の地点が

多く、土性は SL～CL、開始時の全炭素含量は 22.7～118 g/kg で、平均は 61.9 g/kg であっ

た。処理区は、①無窒素区、②化学肥料単用区（化成区）、③化成+稲わら堆肥 15-40 t/ha 区、

④化成+畜ふん堆肥 15-40 t/ha 区、⑤化成+畜ふん堆肥 50-80 t/ha 区とした。 
 
（３）水田 
全炭素含量データがそろっていた褐色低地土、灰色低地土、グライ土、26 地点を解析した。

26 地点の処理継続年数は 12～23 年で 20 年前後の地点が多かった。土性は SL～LiC、開始

時の全炭素含量は 9～30 g/kg で平均は 17.8 g/kg であった。処理区は①無窒素区、②化学肥

料単用区（化成区）、③化成+稲わら区、④化成+稲わら堆肥 10 t/ha 区、⑤化成+稲わら堆肥

20-30 t/ha とした。化成+稲わら区の稲わら施用量は 5～6 t/ha が大半であった。 
 

２）結果の概要 

（１）非黒ボク土畑における基準点調査データベースの解析 
全炭素含量の経時変化は対数でよく近似できた。各処理区において全炭素の変化量は開始

時の全炭素含量(初期値)に強く影響され、低い場合は増加、高い場合は減少する傾向があっ

た（図 1）。増減の境となる X 軸との交点(不動点)は、①無窒素区 8.7 g/kg、②化成区 10.5 g/kg、
③化成+稲わら堆肥 15-30 t/ha 区 17.0 g/kg、④化成+畜ふん堆肥 15-30 t/ha 区 23.4 g/kg、
⑤化成+畜ふん堆肥 40-60 t/ha 区 24.5 g/kg となり、有機物施用によってより高い全炭素含

量に収束した(図 1)。 
処理区毎に初期値と変化量との関係から、初期値と年数を変数とする全炭素含量の経年変

化量を記述する帰納式を作成した(表 1)。平均値に近い初期値 10 g/kg の経年変化量は、①無

窒素区ではわずかだが減少、②化成区ではほぼ 0 で現状維持、③～⑤の有機物施用区では増

加し、黒ボク土畑および水田に比べ増加しやすい傾向であった(表 1、図 2)。 
 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1　非黒ボク土畑における処理区毎の全炭素初期値と20年連用後変化量
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図 2　非黒ボク土畑における処理区毎の平均全炭素変化量
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表1　非黒ボク土畑における全炭素含量経年変化量の帰納式

不動点 地点数

(g/kg) 10年後 20年後
無窒素 Z=(-0.164Ln(Y)-0.073)*X+1.430Ln(Y)+0.607 8.7 18 -0.6 -0.7
化学肥料（化成）単用 Z=(-0.176Ln(Y)-0.068)*X+1.856Ln(Y)+0.712 10.5 18 0.2 0.3
化成+稲わら堆肥(15-30t/ha) Z=(-0.209Ln(Y)-0.115)*X+3.499Ln(Y)+2.089 17.0 8 4.2 5.2
化成+畜ふん堆肥(15-30t/ha) Z=(-0.263Ln(Y)-0.112)*X+6.010Ln(Y)+3.098 23.4 13 9.7 12.1
化成+畜ふん堆肥(40-60t/ha) Z=(-0.223Ln(Y)-0.155)*X+5.468Ln(Y)+3.791 24.5 13 9.7 11.9
  Z：Y年後のT-C含量の変化量(g/kg)   X：T-C初期値(g/kg)   Y：連用年数(yr)
  非黒ボク土18地点の平均初期炭素含量は11.1 g/kg

処理区 帰納式
初期値10 g/kgの場

合の経年変化

 

 

（２）黒ボク土畑における基準点調査データベースの解析 
非黒ボク土畑と同様に、全炭素含量の経時変化は対数でよく近似でき、各処理区において

開始時の全炭素含量(初期値)が低い場合は増加、高い場合は減少する傾向があった（図 3）。
増減の境となる X 軸との交点(不動点)は、①無窒素区 31.5 g/kg、②化成区 37.0 g/kg、③化

成+稲わら堆肥 15-40t/ha 区 64.3 g/kg、④化成+畜ふん堆肥 15-40t/ha 区 60.9 g/kg、⑤化成

+畜ふん堆肥 50-80t/ha 区 84.3 g/kg となり、有機物施用によってより高い全炭素含量に収束

した(図 3)。 
処理区毎に初期値と変化量との関係から、初期値と年数を変数とする全炭素含量の経年変

化量を記述する帰納式を作成した(表 2)。平均に近い初期値 60 g/kg の経年変化量は、①無窒

素区、②化成区では減少、③化成+稲わら堆肥 15-40t/ha 区および④化成+畜ふん堆肥

15-40t/ha 区ではほぼ 0 で現状維持、⑤化成+畜ふん堆肥 50-80t/ha 区でわずかに増加傾向と

なった。黒ボク土畑の全炭素含量は非黒ボク畑および水田に比べ減少しやすく、全炭素含量



が高い場合、維持には大量の有機物施用が必要であった(表 2、図 4)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3　黒ボク土畑における処理区毎の全炭素初期値と20年連用後変化量
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図 4　黒ボク土畑における処理区毎の平均全炭素変化量
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表2　黒ボク畑土壌における全炭素含量の経年変化量の帰納式

不動点 地点数

(g/kg) 10年後 20年後
無窒素 Z=-0.052Ln(Y)*X+1.649Ln(Y) 31.5 12 -3.4 -4.5
化学肥料(化成）単用 Z=-0.060Ln(Y)*X+2.237Ln(Y) 37.0 12 -3.2 -4.2
化成+稲わら堆肥(15-40t/ha) Z=-0.0852Ln(Y)*X+5.4716Ln(Y) 64.3 11 0.8 1.1
化成+家畜ふん堆肥(15-40t/ha) Z=-0.0667Ln(Y)*X+4.0592Ln(Y) 60.9 10 0.1 0.2
化成+家畜ふん堆肥(50-80t/ha) Z=-0.0521Ln(Y)*X+4.3929Ln(Y) 84.3 5 2.9 3.8
  Z：Y年後のT-C含量の変化量(g/kg)   X：T-C初期値(g/kg)   Y：連用年数(yr)
 黒ボク土12地点の平均初期炭素含量は61.9 g/kg

処理区 帰納式
初期値60 g/kgの場
合の経年変化量

 

 

 

（３）水田における基準点調査データベースの解析 
非黒ボク土畑および黒ボク畑と同様に全炭素含量の経時変化は対数でよく近似でき、開始

時の全炭素含量(初期値)と変化量の関係をみると、各処理区において初期値が低い場合は増

加、高い場合は減少する傾向があった（図 5）。増減の境となる X 軸との交点(不動点)は、①

無窒素区 14.9 g/kg、②化学肥料単用区（化成区） 16.6 g/kg、③化成+稲わら区 23.2 g/kg、
④化成+稲わら堆肥 10 t/ha 区 25.9 g/kg、⑤化成+稲わら堆肥 20-30 t/ha 区 25.0 g/kg と有

機物施用によってより高い全炭素含量に収束し、稲わら 5～6 t/ha の施用は稲わら堆肥 10 
t/ha と同程度の炭素貯留効果があると試算された(図 5)。 
また、処理区毎に初期値と変化量との関係から、初期値と年数を変数とする全炭素含量の

経年変化量を記述する帰納式を作成した(表 3)。平均に近い初期値 20 g/kg の経年変化量は、



①無窒素区および②化成区ではわずかに減少、③化成+稲わら区および④化成+稲わら堆肥

10 t/ha 区では現状維持あるいはわずかに増加傾向、⑤化成+稲わら堆肥 20-30 t/ha 区で増加

傾向となった。黒ボク土畑および非黒ボク畑に比べ水田では肥培管理の違いによる全炭素含

量の変動の差が小さく、全炭素含量は増減しにくい傾向があった(表 3、図 6)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6　水田における処理区毎の平均全炭素変化量
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図 5　水田における処理区毎の全炭素初期値と20年連用後変化量
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表3　水田土壌における全炭素含量の経年変化量を表す帰納式

不動点 地点数

(g/kg) 10年後 20年後
無窒素 Z=-0.113Ln(Y)*X+1.684Ln(Y) 14.9 26 -1.3 -1.7
化学肥料（化成）単用 Z=-0.099Ln(Y)*X+1.642Ln(Y) 16.6 26 -0.8 -1.0
化成+稲わら Z=-0.118Ln(Y)*X+2.747Ln(Y) 23.2 20 0.9 1.1
化成+稲わら堆肥10t/ha Z=-0.099Ln(Y)*X+2.564Ln(Y) 25.9 7 1.4 1.8
化成+稲わら堆肥20-30t/ha Z=-0.217Ln(Y)*X+5.418Ln(Y) 25.0 7 2.5 3.3
  Z：Y年後のT-C含量の変化量(g/kg)   X：T-C初期値(g/kg)   Y：連用年数(yr)
  水田26地点の平均初期炭素含量は17.8 g/kg

処理区 帰納式
初期値20 g/kgの場
合の変化量

 

 

（４）土壌タイプ間の比較 
有機物連用 20 年時の平均土壌全炭素変化量を土壌タイプ間で比較すると、黒ボク土畑で

は化成+家畜ふん堆肥 15-40 t/ha 区で－1.7 g/kg と減少、化成+家畜ふん堆肥 50-80 t/ha で

3.4 g/kg の増加となった。黒ボク土畑の全炭素含量は非黒ボク畑および水田に比べ減少しや

すく、全炭素含量が高い場合、維持には大量の有機物施用が必要である 。一方、水田や非黒

ボク土畑では化成肥料単用だけで全炭素含量はほぼ維持され、非黒ボク土畑では化成+家畜

ふん堆肥 15-30 t/ha で 10.2 g/kg 増加し、水田では化成＋稲わら堆肥 10 t/ha で 2.36 g/kg 増

加と、黒ボク土畑に比べより少ない有機物施用量で増加に転じる傾向を示した（図７）。 



図7　土壌タイプ別の平均土壌炭素変化量
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４．おわりに 

林野では 2005 年から「森林吸収源インベントリ情報整備事業」が開始され、全国 3、000
地点で調査が行われている。農耕地でも 2008 年から農水省の事業「土壌由来温室効果ガス・

土壌炭素調査事業」が開始され、都道府県の試験場によって全国約 3、200 地点の定点調査、

また、有機物・炭化物の連用試験である基準点調査が 75 地点で行われている。国際的な土

壌炭素貯留量の評価法に基づき 0～30 cm 深の土壌炭素量、また、アンケート調査による活

動量のデータ収集を行っており、農耕地土壌管理を森林と同様に二酸化炭素吸収源としてカ

ウントするための準備を行っている。今後、土壌炭素貯留に関しては、この事業の基準点デ

ータも含め全炭素含量変動の実態解析を行う予定であり、モデルによる試算結果との比較も

行いたい。 
作物残渣、家畜ふん尿、食品残渣などは「バイオマス資源」として有効活用が望まれてお

り、最近の化学肥料、特にリン酸、カリの高騰によって堆肥など有機性資材の施用による化

学肥料の減肥が課題となっている。また、一部農地では硝酸態窒素の溶脱、リン酸やカリの

過剰が問題となっている。有機性資材の施用は土壌炭素貯留ばかりでなく、作物生産と環境

も考慮して行う必要があることは言うまでもなく、今後、それぞれの土壌タイプや作付け体

系・作型に適切な土壌管理を提示する必要がある。また、適切な有機質資材を適量施用する

ための資材の調整法、資材の評価法、施用法の開発が必要であり、さらに、土壌炭素蓄積の

基本的なメカニズムの解明も必要と考える。 
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